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１．コンプライアンス

〔ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関するｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ〕
ｏ 全社及びｸﾞﾙｰﾌﾟ大のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの取組みについては、社長を委員長、ＣＳＲ担
当副社長を副委員長とし、社外有識者などで構成するｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会によるﾓ
ﾆﾀﾘﾝｸﾞを行い、その意見等を反映することで、継続的な改善に努めています。

ｏ また、委員会の審議結果については、遅滞なく取締役会に報告し、経営ﾄｯﾌﾟ層が
率先垂範しています。なお、最近の主な取組みは以下のとおりです。
① 不祥事発生時の社長ﾒｯｾｰｼﾞ発信（H25.8)
② 経営幹部会議において、不祥事発生防止に向けた取組みについて、経営
幹部間で意見交換(H25.10)

ｏ 更に、内部監査部門において、各職場でのコンプライアンス推進に向けた働きか
けや指導状況について、フォローを行っています。

〔不祥事発生防止に向けた取組み〕
ｏ 同種の不祥事事案が継続発生していることを重く受け止め、ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体での不
祥事発生防止に向けた取組みとして、発生時の速やかな情報共有と再発防止策
の水平展開を図る仕組みを構築しました。（H25.7)

ｏ また、 この仕組みの中で、本質的な原因分析による再発防止策について、ｺﾝﾌﾟﾗ
ｲｱﾝｽ推進事務局と関係本部が連携して検討しています。

〔従業員への意識啓発〕

ｏ 職場研修や階層別研修において、少人数での事例研究により、問題の本質を考
えさせ、各自が気付きを得られるよう、実効性を重視したｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修を実施し
ています（H24年度～）。

ｏ 更に、従業員への意識啓発については、以下のような実効性向上施策を推進し
ています。

① 当社ｸﾞﾙｰﾌﾟにおいて発生した法令違反事案を事例集に取りまとめ、研修で
の事例研究に活用(H25.12)

② 私事も含めた不祥事の発生防止に向け、各職場における指導・対話を強
化（問題行為の起こる背景を認識することによる自己の振り返りや、懲戒処
分の実例に基づく具体的情報共有を図る「支援ﾂｰﾙ」を作成・配付し、指導等
に活用）(H25.11)

③ 懲戒処分に伴い生じる環境変化を自身に置き換えて考えてもらう「懲戒処
分疑似体験研修」を新たに導入（H25.11）

ｏ 研修の浸透度については、研修後の受講者ｱﾝｹｰﾄや毎年の従業員意識調査に
より評価を実施しています。

最新の取組み状況

ｏ 組織の運営上のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽはｶﾞﾊﾞﾅﾝｽと一体となるもので
あり、その有効性、実効性を検証し、原子力部門だけではなく、
全社の取組みとして推進されたい。
・ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽが企業にどの程度浸透しているのか評価する
ことは難しく、不祥事等が 発生している事実を重く受け止める
こと。
・ 従業員への研修は、単に覚え込ませるだけでなく、考えな
がら気付くような取組み等、更なる工夫をすること。
・ 従業員への研修は、効率性も必要であるため、要した時間
や回数だけで評価することなく、一定時間でどれだけ浸透し
たかも評価されたい。
・ 会社全体としてｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の浸透を図るためには、上
層部へのｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識の浸透も重要。
・ 会社全体としての対応も必要であるが、個体の状況を見な
がらの指導などｷﾒ細かく対応していくことも必要。

第4回助言

ｏ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ違反の要因によって、対策は違ってくるので、問
題の本質をしっかり分析して、対策の効果を検証されたい。

第4回意見

ｏ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関しては、全社的なｼｽﾃﾑは既に出来上がっ
ており評価できる。原子力部門のｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽを更に強化する
ためにも、このｼｽﾃﾑが実際に効果を発揮し、各施策の実効
性を更に高めるよう努力されたい。
・ 社員にｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの重要性を説明し、取組みの動機付け
を徹底
・ 再発防止策の検討・実施にあたっては、本質的な発生原
因を明らかにして、その原因を確実に除去する等、守れる環
境を整備
・ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ行動指針にある問題行為や、実際の違反事例
等における問題の本質を理解し、その本質を踏まえた対策を
各職場で議論 など

提言（助言・意見）内容

第2回助言
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２．原子力の安全性

第3回助言 ｏ 災害発生時は、原子力防災体制の枠組みの中で迅速な情報発信ができるよう、発信する情報内容を整
理するとともに、情報発信に係る意思決定を迅速に行う訓練を予定しています。（H26年度実施予定）

ｏ ﾏｽﾒﾃﾞｨｱをはじめＨＰや携帯ﾒｰﾙ等を活用した情報発信、自治体等への連絡ﾙｰﾄについて整理しました。
（H25.4）

ｏ 問合せ対応に必要な情報について、対応者がｼｽﾃﾑ上で共有するﾙｰﾙを制定しました。（H25.10）

ｏ 今後とも、社外の知見や訓練等を通じ、常に改善を図ります。

ｏ 災害発生時の情報発信については、
自らがどうすべきかを検討すべき。そ
の検討と訓練の結果から、国等へも
必要な要望を出し、防災力の向上を
図ることが望ましい。

〔全社をあげた更なる安全追求〕
ｏ 福島事故を踏まえた原子力の安全性向上対策については、設備改善にとどまらず、組織面やﾘｽｸ・危機
管理面からも、原子力以外の各部門の視点からﾁｪｯｸを行うなど、全社をあげて取組んでいます。
ｏ 全社的な安全の取組みとしては、『九州電力ｸﾞﾙｰﾌﾟ行動憲章』に、「社会安全確保のための設備対策や
技術改善はもとより、公衆安全や作業従事者の安全確保を最優先するという安全文化を醸成する」という
原則を掲げるなど、安全第一の方針を全社で共有しています。
ｏ また、保安推進委員会及び安全衛生委員会を中心とする全社大の推進体制を構築し、保安推進委員
会(年2回)においては、設備保安と安全確保に関する重要事項の審議・調整を行い、中央安全衛生委員
会(年3回)、職場安全衛生委員会(月1回)においては、全社大及び職場での安全衛生に関する事項の調査,
審議等を着実に実施するなど、引き続き安全追求に努めています。

〔原子力災害発生時の総合力向上〕
ｏ 万一の原子力災害発生時には、本店において即応ｾﾝﾀｰを立ち上げ、国・自治体との情報共有を図ると
ともに、発電所への支援を行う体制を構築し、「事業者防災業務計画」に反映しました。
ｏ また、国主催の訓練においては、住民避難を司るｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰへ、「事業者防災業務計画」に基づき、本
店より役員を派遣し、自治体との連携を行っています。
ｏ なお、「事業者防災業務計画」については、毎年度見直しを検討することとし、現在、「地域防災業務計
画」との整合性等について、本店が関係自治体を訪問し協議を行ったうえで修正し、公表しています。

最新の取組み状況

ｏ 福島の事故原因に対応した設備改
善については、一定のﾚﾍﾞﾙにあると
評価できる。引き続き、九州電力の安
定供給を実現していくためには、全社
をあげた更なる安全追求を求めたい。

ｏ 原子力災害発生時には、発電所が
事故収束対応に集中することになる
ので、地域の防災対応など本社の支
援による総合力の向上に努めること
が重要である。

提言（助言・意見）内容

第2回助言

① 体制整備に関する事項(1/3)
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２．原子力の安全性

第5回助言 ｏ 事故発生時における多様な状況を想定すると
ともに、①可及的速やかに事故を収束すること、
②市民の安全確保に必要な情報を提供すること、
の２つを同時並行で実施することは重要であり、
このことを確実に実施できる体制を堅持するため
に実施すべきことを常に考え、改善を継続された
い。

ｏ 本委員会で頂いた意見等を踏まえ、危機管理体制の実効性等を高めるため、以下について
更なる検討を進めています。

① 日常業務との両立（事業継続計画の実効性向上）
・ 危機発生時における社会機能維持のため、重要業務を継続する必要人員などについて
定めた｢事業継続計画｣をＨ19年度に策定しました。
･ 危機対応時に継続が必要な優先業務内容及び必要人員を精査し、規程等へ順次反映
しています。

② 広報体制の充実
・ 情報公開の方針(内容・方法等)は、総本部会議にて経営層の協議により判断・決定する
よう整理しました。
・ また、技術的な内容を分かりやすく正確に伝える観点から、専門知識を有するｽﾎﾟｰｸｽﾏ
ﾝ(発電本部部長ｸﾗｽ)を選定しました。
・ 危機発生時に設置する「原子力災害問合せｺｰﾙｾﾝﾀｰ」の対応要員名簿、運用ﾏﾆｭｱﾙを
整備し、設営訓練を実施しました。（Ｈ25/11）

③ 事故収束・地域防災体制
・ 原子力災害時の対応体制について、整理しました。
・ 国の原子力防災訓練（10/11～12）、社内訓練等において、外部電源復旧や後方支援拠
点への支援などについての検証を行い、役割分担や連絡ﾙｰﾄ等を見直しました。

最新の取組み状況

ｏ 危機管理体制の実効性をより高いﾚﾍﾞﾙで担保
するため、多様な視点から更なる検討を行うこと
が望ましい。
・ 危機管理体制の実効性をより高いﾚﾍﾞﾙで担保
するため、日常業務との両立など、多様な視点
から更なる検討（ＦＳ）を行うことが望ましい。
・ 広報に関しては、分かりやすさ、正確さと同時
に災害時の不確定性やまれな事故に関しても専
門的に十分な発信ができるように十分な体制を
敷くこと。
・ 事故収束と、地域防災に必要な機能と役割を
整理して双方に対応できる危機管理体制を構築
すること。

提言（助言・意見）内容

第3回助言

① 体制整備に関する事項(2/3)
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２．原子力の安全性

ｏ 本委員会で頂いた意見等を踏まえ、原子力災害時に事業者として必要な取組みを体系的に整理し、
それぞれの取組みに必要な訓練項目の洗出しと目標を設定した計画を作成し、ＰＤＣＡを回すことにより、
継続的な改善を進めています。

ｏ 現時点での主な訓練の整理状況は以下のとおりであり、今後、訓練毎の目標設定を行っていきます。
・ 社内外への通報、要員の参集等：通報訓練
・ 事故収束の活動等：緊急時対応訓練、ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ訓練
・ 放射性物質の放出状況確認のための緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等：ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ訓練
・ 管理区域での負傷者発生対応等：緊急被ばく医療訓練
・ 社外関係機関との連携、要員参集等：防災訓練（総合訓練）
訓練実施後は、目標を踏まえた評価を行い、順次、防災上の取組み改善、訓練の高度化を図ってい
ます。

ｏ 平成25年10月、原力規制庁において、平成２４年度の原子力防災訓練結果について、「第１回原子力
事業者防災訓練報告会」が開催され、他電力及び規制委員会との意見交換を行いました。
その中で、ＴＶ会議ｼｽﾃﾑの有用性を最大限活用することと、国の過剰な質問により発電所の対応を阻
害してしまうという相反する事項の最適化について課題提起があり、今後訓練を通じ議論していくことと
なりました。

ｏ 平成25年10月11、12日には、川内原子力発電所を中心とした国主催の原子力総合防災訓練が実施
されました。
当社は、消火活動や道路復旧を行う訓練、事故対策資機材の準備・操作訓練、国・自治体との情報
共有訓練など多岐に渡る訓練を実施しました。
ＴＶ会議ｼｽﾃﾑを活用した国との情報共有訓練では、国の質問対応者と発電所対応者を分けることに
より、本店即応ｾﾝﾀｰ内の情報の錯綜や発電所の対応阻害を回避でき、今後の対応のﾍﾞｰｽのひとつと
なりうる結果でした。今後の訓練においては、本訓練をﾍﾞｰｽに更なる改善を図っていきます。
今回の訓練は当社にとって出発点であり、原子力部門だけではなくそれぞれの立場の者が、原子力の
安全を守るためにどうすれば良いのかを考えさせられる教訓に満ちた訓練でした。
今回の反省点を踏まえて、通報体制の一層の整備・習熟を図ると共に原子力防災体制の更なる強化・
充実に向けた取り組みを、しっかりと行っていきます。

最新の取組み状況

ｏ 訓練については、一度の訓練では目
的に制限があるため、個々の訓練を体
系的に整理し、ﾚﾍﾞﾙを上げていく検討が
必要。実施した訓練を個別に行政に報
告し評価を受けるだけでなく、事前に訓
練の体系化を行い、「訓練が必要な項
目を体系的に把握していること、そして、
その項目を順次向上確認していく体制
がある」ということを示してほしい。

第3回助言

提言（助言・意見）内容

① 体制整備に関する事項(3/3)
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２．原子力の安全性

② 設備対策に関する事項

ｏ 炉心冷却能力の増強のためのﾙｰﾌﾟは、放射線の管理区域内である補助建屋に配備しており、
今後とも安全性に配慮した管理を行っていきます。
・ 設備の変更のみでなく、設備や運用を変更した場合は、品質ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑに基づき、関係
箇所と事前協議を行うとともに、関係箇所のみでなく全課に対し、ﾁｪｯｸｼｰﾄによる確認を行うこ
ととしています。
・ さらに、重要な事項については、所長を委員長とし、各課長以上が委員となっている会議体
で審議することとしています。今後とも、設備や運用変更に伴う管理については、しっかりと行
います。
・ また、今回新たな設備を導入していることから、その設備に係る訓練を繰り返し行い、手順の
検証を行いながら、継続的に改善を図っていきます。

ｏ 現在実施している安全活動をしっかりと継
続するとともに、以下のﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ両面の対応
についても検討されたい。
・ 炉心冷却能力の増強のための格納容器
外へのﾙｰﾌﾟを利用しているが、事故時の放
射能の格納容器外への移動対策等における
安全性の検討もお願いしたい。
・ 必ずﾁｪｯｸすべきは変更管理で、設備を変
えることで何が変わったかを変更管理の視点
でﾁｪｯｸすること。新たな対策はこれまでと違
うﾘｽｸを発生させるので、注意が必要である。

第4回助言

最新の取組み状況提言（助言・意見）内容
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２．原子力の安全性

ｏ 安全性に関しては、論理的な話だけではなく、自らの体験から得
た分かり易い事例等も含めて説明することで、聞き手は身近に感じ、
安心感に繋がっていく。

第5回意見

ｏ 本委員会の活動については、当社ＨＰで委員会資料や議事概要、提言等
を公開するとともに、毎年発刊する『ＣＳＲ報告書』において、その活動状況
を紹介しています。

ｏ 原子力の業務運営に関する・透明性の一層の向上に向けては、本委員会
の活動を更に積極的に紹介していくことも必要と考えています。具体的には
本委員会「中間報告書」の当社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの公開など、今後とも、安全に
関するｿﾌﾄ面の情報公開についても積極的に進めます。

ｏ 本委員会の活動内容をお知らせする等、ｿﾌﾄ面についてもしっか
り伝えるべき。

第4回意見

ｏ 現在実施している安全活動をしっかりと継続するとともに、以下の
ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄ両面の対応についても検討されたい。
・ 安心に繋がるｿﾌﾄ面が見えないので、外部の人にもわかるように
紹介されたい。

第4回助言

ｏ 新規制基準への適合性確認申請(H25.7)を踏まえ、申請に関する記者発
表資料を掲載するとともに、ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ「原子力発電所の安全対策」のﾊﾞﾅｰ
を拡大し、お客さまが原子力に関する情報を素早く検索できるよう見直しを
行いました。

ｏ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにおいて、各種訓練の様子を写真や動画で分かりやすく紹介す
るとともに、説明資料においては、設備面の対策を紹介するだけでなく、発
電所長の安全に対する思いを掲載するなど、お客さまにより安心いただけ
るよう伝え方を工夫しました。

ｏ また、各支社に設置した原子力広報・防災担当等は、自治体に対し、安全
対策の進捗状況や各種訓練の実施状況等について、情報提供を行ってい
ます。
ｏ 安全対策のご説明や発電所見学のご説明の際には、自らの経験を交えた
説明となるように努めていきます。

最新の取組み状況

ｏ 全社をあげた安全の取組みを説明する場合は、以前と何が異な
り、その効果はどのようなものであるかということを明確に説明し、
九電の新たな取組みに対する市民の信頼を得るようにするべきで
ある。

第3回助言

ｏ 「緊急安全対策等の訓練実績」等をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで紹介する際は、安
全対策に関する九州電力の活動を正しく判断してもらえるように、内
容の知らせ方に工夫を加えた方が良い。

第2回意見

提言（助言・意見）内容

③ 安全の取組みの伝え方に関する事項
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３．社会とのコミュニケーション

ｏ 広報の役割と、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の役割をその目的、
手法、効果の観点から整理されたい。
・ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動を、経営に有効に活用するためには、
お客さまの声を解析する等、必要な分析を実施するこ
と。
・ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動は、今後の九電の業務改革にお
いて非常に重要な役割であることを認識し、その体制
や効果の評価等、社会のﾆｰｽﾞ、九州電力として望ん
でいる目的の達成等の観点から、現状の課題・対応
について検討されたい。

第3回助言

ｏ 原子力に関するﾘｽｸを含めた現状を説明し、安全や
安定供給に関するｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの意見を聞き、その内
容を九州電力の施策に反映する仕組みを考えて欲し
い。

第2回意見

【お客さまの声の分析について】

ｏ これまでも、お客さま対話活動や日常業務での対話などで寄せられたお客さまの声や、
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを通していただいた声を業務の改善につなげる仕組みはありましたが、今後は、
当社と接点のないお客さまの声も収集し、一括して管理・分析して、経営や各部門の業務
運営に反映していきます。

また、反映結果については、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を通し、お客さまにﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸします。

【ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の現状について】

ｏ 原子力の安全対策だけではなく、電気料金値上げ、節電のお願い等のﾃｰﾏに応じた説
明・対話を実施しています（お客さま対話活動）。

・ Ｈ24年度は、約11万人のお客さまと対話

・ お客さまからのご意見・ご要望は、社内ｲﾝﾄﾗで共有する仕組みを導入、経営層をは
じめ全社にてﾀｲﾑﾘｰな情報共有を実施。

ｏ Ｈ25年9月から、 「経営トップ層による対話の会」を実施し、出席されたお客さまとの有
意義な意見交換を行うため、「社員ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ」導入など、対話・傾聴をより一層重視する
よう改善しています。

ｏ 対話の会の内容は、全社で共有化するとともに、お客さまのご意見・ご要望に対する当
社の取組みの方向性をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公開しました。

ｏ 今後も、電気料金値上げ説明訪問等で築いた消費者団体など様々なﾈットﾜｰｸを活用し、
社員によるﾌｪｲｽ・ﾄｩ・ﾌｪｲｽのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに継続して取り組みます。

ｏ 「九州電力の思い」など市民と共有できるものを見
つけ、原子力の施策に限定せず客観的な立場で、九
州電力と市民のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを強化することが重要。

第2回意見

最新の取組み状況提言（助言・意見）内容

① コミュニケーションの考え方に関する事項(1/2)
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３．社会とのコミュニケーション

ｏ 当社では現在、原子力発電所の安全対策を実施し、国による新規制基準適合
性審査に真摯に対応しているところであり、理解活動についてもその点をﾃｰﾏに
展開しているところです。

ｏ 提言を踏まえ、今後は、当社が安全を大前提に、安定供給を目指していること
が正しく伝わるよう、意識して広報活動を進めていきます。

ｏ また、来年度からお客さまの声を集約・分析する仕組みを強化することにしてお
り、お客さまが当社の姿勢をどのように理解しているのかを的確に把握し、理解
活動に反映させていきます。

ｏ 九電が目指している安定供給は、安全を前提にしていること
をしっかり理解してもらうように努めることが大事である。

第5回助言

ｏ 当社は訪問活動・説明会・見学会など対話による活動を重視しており、今後も
継続していきます。

ｏ 広報内容には難しい内容も含まれている場合もあるので、配
布だけではなく、必要に応じて対面の説明を行うことを今後とも
継続されたい。相手が求めているものを把握し、その要求に適
切に対応する必要がある。

第4回意見

ｏ 提言を踏まえ、次のようにｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動を推進していきます。

・ 関心事をﾀｲﾑﾘｰに把握し、「知りたいことに答える広報」ができるように、訪
問活動等で集めたお客さまの声から関心事を抽出し、それをもとにして原子
力に関するお客さま説明資料等を作成しています。

・ 原子力に関する情報がより良く伝わるために、お客さまのご意見や、社員の
要望を反映して、原子力に関するお客さま説明資料や社員の理解向上のた
めの資料の整備等に取り組みます。

・ 単に手段を目的化するのではなく、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを行う上での「あるべき姿」
(※）を設定し、その実現に向けて記者発表やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、訪問活動等具体的
な各種活動を展開していきます。
（※）「あるべき姿」
① できる限りの情報公開がなされている
② 開示された情報に全てのお客さまが到達できる
③ お客さまに必要な情報が適切なﾀｲﾐﾝｸﾞで届けられる
④ お客さま自身が正しく判断できる情報が提供されている

・ 具体的な活動結果（Ｄ）については、定量的な把握を行うとともに、「あるべ
き姿」の達成度合いを世論調査等により評価（Ｃ）し、それに基づく改善（Ａ）
を図っていきます。

ｏ 各ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の目的と実効性を明確にした上で、さらな
る推進を期待する。
・ 市民が何を知りたいか、関心事をﾀｲﾑﾘｰに把握し、丁寧
に説明できるようにしておくことが重要
・ 最近の理解活動資料は以前と比較して分かり易くなって
いるが、更に、どのような方策を用いれば情報を伝えるこ
とができるかを検討されたい。
・ 九電の広報は、「知らせたい広報」と「知りたいことに答え
る広報」のうち、依然として前者に偏っている印象。こうい
う時期には市民が知りたいことに答える広報が大事。
・ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの取組みは、手段が目的化しているようで、
ＰＤＣＡのＰの立て方を再検討していただきたい。Ｐは、何
を行うかにとどまらず、その活動でどのような状況を達成
するかが重要。

第4回助言

最新の取組み状況提言（助言・意見）内容

① コミュニケーションの考え方に関する事項(2/2)
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３．社会とのコミュニケーション

【記者関心事の把握とその対応】

ｏ 記者関心事の把握、勉強会・見学会の取組みは、適宜継続して実施中です。
＜最近の実施例＞

・ 電力ｼｽﾃﾑに関する勉強会
（平成25年12月 講師：電中研 対象：福岡経済記者ｸﾗﾌﾞ）

・ 高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物最終処分に関する勉強会
（平成26年1月 講師：原子力環境整備機構 対象：福岡経済記者ｸﾗﾌﾞ）

【記者との信頼関係構築】

ｏ 記者との信頼関係を構築するために、
・ 日常における当社担当記者との対話・懇談
・ 経営層と、当社記者や報道局長ｸﾗｽ等との懇談

などに取り組むほか、定例的に報道各社に出向き、信頼関係を高めていくよう努めて
います。

ｏ 発電所見学の際には、安全対策の実施状況をご覧いただく見学ﾙｰﾄを設定し、ご
案内しています。
ｏ 展示館における説明についても、次のような工夫をしています。
＜川内原子力発電所展示館＞
・ 展示用ｼﾞｵﾗﾏに海抜表示や安全対策で配備した仮設ﾎﾟﾝﾌﾟ・ﾎｰｽの保管ｴﾘｱを
表示して紹介します。

＜玄海ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟｰｸ＞
・ 展示室から実際に配備している高圧発電機車や重機類をご覧いただき、説明
を実施します。

最新の取組み状況

ｏ これまでの記者会見、懇談会に加え、記者の関心事に応
えたり、互いの信頼性を高めるための活動にも工夫をされ
たい。

第3回助言

ｏ 原子力安全対策の説明にあたっては、市民が知りたい
情報の説明方法や発電所の見学者対応の展示方法等、
市民の視点から理解しやすくする施策を工夫されたい。

第2回意見

提言（助言・意見）内容

② コミュニケーションの手法に関する事項
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３．社会とのコミュニケーション

ｏ 当社では現在、訪問活動など社員の対面による活動を重視し、双方向の対
話を通じてお客さまが感じている原子力への不安や疑問に丁寧にお応えしよ
うと努めているところです。
・ 来年度からは、全社において収集したお客さまの声を集約し、全社視点
で分析のうえ対応の方向性を社内に提言し、経営や業務改善に反映する
仕組みを更に強化していきます。
・ また、その結果を広報することを通して、お客さまの声を聴く会社である
ことをご理解いただくよう努めていきます。
・ 気軽に話せる対話の場をつくるため、懇談会に社外のﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰを招く
など、新たな手法なども採りいれています。
・ 今後、社員がお客さまに対して、安全対策等を説明する際に、対策の前
提となっている基本的な考え方を説明できるように、社員向け勉強会や、
社員向け解説資料の内容を充実させます。
・ 第５回委員会の意見等も踏まえて、お客さま間のﾈｯﾄﾜｰｸを通じて情報
の拡散や効果的な情報発信を行うため、ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸの運用を開始しました。
（平成26年3月）
・ 高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物の最終処分に関しては、お客さまの関心が高いた
め、新たにお客さま説明用資料を作成し、様々な場において理解活動を
行えるよう全社員に提示しました。（平成25年12月）
・ また、高ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物の最終処分に関する事業を行っている原子
力発電環境整備機構を当社に招いて記者勉強会を開催しました。(平成
26年1月)

ｏ 一方向の情報提供だけではなく、原子力に対する不安の中身を
分析して相互理解をさらに深め、事業者とお客さまとのｷﾞｬｯﾌﾟを埋
めるように心がけて欲しい。
ｏ 広報、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝに関しては、広報部門による”How to”（広報、
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの方法）の改善を行う事と共に、「経営方針」と「広報方
針」を連携し、広報・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝで把握した市民の不安や意見を経
営に的確に反映することが重要である。
・ 既存の資料も、伝え方１つで伝わり方が変わってくる。また、真
摯に伝える気持ちは同じでも、伝わり方は、説明者の人柄・話し方
などで差が出てくる。
・ 原子力に係る政策的な課題の解決は、九電の経営哲学・方針と
連動したものであるはずであり、対策の前提となっている基本的な
考え方も合わせ説明することが重要である。
・ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでは新着情報が分かり辛いが、ＳＮＳを活用すれば、変
更点が明確になり、かつ双方向の対話が可能となるため、ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞによる情報発信との使い分けの可能性も検討されたい。例え
ば、ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸなどの実名主義のＳＮＳは信頼性が高い。
・ 社会の関心は安全対策だけではなく放射性廃棄物問題（最終処
分等）にも広がっている。今後も、社会の関心の移り変わり（潮目）
を捉えたｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動を心がけて欲しい。

第5回意見

最新の取組み状況提言（助言・意見）内容

② コミュニケーションの手法に関する事項
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３．社会とのコミュニケーション

ｏ 更なる改善のため、今後の業務運営の参考といたします。

・ 第５回委員会の意見も踏まえて、お客さま間のﾈｯﾄﾜｰｸを通じて情報の
拡散や効果的な情報発信を行うために、ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸの運用を開始しました。
（3月24日）

・ 説明が必要な記者発表においては、専門的な知識を持った主管部の管
理職が対応を行うとともに、当社の事業活動やｴﾈﾙｷﾞｰ情勢などについて
記者の基本的な理解を促すため、主管部や社外の専門家による記者勉
強会・見学会なども実施しており、今後も継続的に実施していきます。

・ 情報発信については、社達「情報公開の心構え」において「お客さまの
気持ちに立って、わかりやすく、迅速、的確な情報公開を心掛けよう」「お
客さまとの間に意識・認識のｽﾞﾚが生じないよう、常に自己点検しよう」と
定めており、本委員会のご意見を踏まえ、今後、この心構えを再認識し、
情報発信に努めていきます。

・ 記者発表の機会がある社員については、社外の専門家等による教育を
継続して実施しており、今後も継続的に実施していきます。

・ 現在、当社のＣＳＲや環境活動などについては、社外の有識者等から
報告書等についてご意見をいただき、その内容を社外に発信しています。

ｏ 情報発信の更なる改善のために、有効だと考える事項を以下に
記す。
・ ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸなど）を用いた情報発信も有効ではないか。
・ 専門性を持った社員がｺﾐｭﾆｹｰﾀｰとして記者との関係を構築し、
専門的な内容について伝えていくことも良い。
・ 情報発信に際しては、事象の本質を認識し真摯に対応すること
が望ましい。
・ 情報発信における表現・話し方等も工夫をすることが大切である。
・ 九電の取組みに対し、専門家・有識者がどう考えているかを情
報発信して頂き、市民の方が多様な視点で活動を評価できる状況
を作るという方法もあるのではないか。

第5回意見

最新の取組み状況提言（助言・意見）内容

② コミュニケーションの手法に関する事項
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４．全般

ｏ 当社は、安全は何物にも優先するという考えのもと、「九州電力ｸﾞﾙｰﾌﾟ行動憲章」（H17.1制定）において、当
社のみならずｸﾞﾙｰﾌﾟ会社まで含めた安全文化の醸成を示しています。
また、夏・冬季の安全推進期間等には安全第一の徹底に関する基本的考えをﾄｯﾌﾟﾒｯｾｰｼﾞとして表明し、「経
営ﾄｯﾌﾟのｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ」により、「組織や個人が安全を最優先する気質や気風＝安全文化」を醸成しています。

ｏ このような考えのもと、当社は、更に安全文化を発展させる取組みを継続的に推進しており、今年度は、具
体的に以下のような取組みを実施しています。
・ H25年度第１回 (H25.6）、第２回(H25.11)の保安推進委員会及び経営会議において、「H24年度の保安活
動状況とH25年度の取組み」、「H25年度上期の保安活動状況等」を経営層へ報告
・ 上記委員会において、H24年度及びH25年度上期の災害発生状況等を踏まえ、災害の再発防止のため
の取組み強化事項について審議・決定のうえ、全社大にて展開。(H25.6、H25.11)
・ 第61回夏季安全推進期間及び第60回冬季安全推進期間の実施にあたり、社達を制定し社長ﾒｯｾｰｼﾞに
よる従業員等へ「安全第一」の意識付けを実施(H25.6、 H25.12)

ｏ 安全の取組みに終わりはなく、今後とも社外の知見等も活用しながら、安全文化を更に高めていきます。

ｏ 「安全第一」という視点を九電の
経営に活かすためには、議論を
行う際に常にその視点を意識し、
作成した資料に関してもその視点
での構成や表現になっているかに
留意することが必要である。

第3回助言

ｏ ﾒｰﾙ問題の反省点として、「お客さまへの安定供給」を優先するがあまり、そのような行為が、結果としてお客
さまにどのように受け止められるのかという、「お客さま・社会の視点」から自分たちの行動を確認することがで
きていなかったと評価・分析しています。

ｏ 今後は、お客さまの声に対する感度を更に向上させていくとともに、お客さま視点で、「お客さまとともに」を基
本に取り組む考えであり、主に以下のような取組みを推進しています。

① 「新しい九州電力の再構築」に向けた検討課題の一つに、「お客さまﾆｰｽﾞを把握し、経営や業務改善に
更に有効に活用すること」を掲げ、お客さまの声を経営や業務改善に活かす仕組みについて、本年６月
に検討を開始。

② 本年９月に経営層ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催し、役員がこれからのお客さま第一主義の経営や、お客さま・社会と
の双方向ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝについて議論

ｏ この市民視点については、従業員の意識面も大事であると考えており、このような企業風土が根付くよう、
「経営ﾄｯﾌﾟ層と社員との対話（全108事業所で実施済。今後、本店職場においても実施予定）において、従業員
への浸透を図っていきます。

最新の取組み状況

ｏ 2005年の動員問題について、
市民視点で、何が問題であり、ど
う対応したのかが明確にできてい
ない。

第3回助言

提言（助言・意見）内容
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４．全般

ｏ 経営資源の配分については、あらゆる面で効率化を徹底しつつ弾力的な運用に努め、平成25年度は以下の
ような取組みを推進しました。

ｏ 今後とも、全社最適の観点から、原子力部門が設備の安全対策に集中できるよう、経営資源の柔軟な配分
に努めます。

ｏ 原子力の再稼動の問題は、安
定供給の観点から重要な問題で
あると思っている。そういう意味で
は、原子力部門の問題ではなく、
九電全体の問題として人員ほか
経営資源の再配置を経営問題と
して検討されたい。

第4回意見

ｏ 当社では、毎年、業務のＰＤＣＡを確実に回し、重要な業務活動については、確実かつ効果的に実施される
よう、経営層によるﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等を実施しています。

ｏ 今後とも、ＰＤＣＡ経営管理ｻｲｸﾙ等が形骸化しないよう、例えば、経営層による各本部の重点課題ﾋｱﾘﾝｸﾞや、
経営層がﾘｽｸについて話し合う機会の設置、取締役会等の会議体や経営層からの指摘・指示事項の経営管
理本部によるﾌｫﾛｰなど、適宜、改善を図ります。

ｏ 今後とも、業務活動の実効性向上に向け取り組んでいきます。

ｏ 重要な業務活動に関しては、原
子力の安全に関わる業務以外で
も、業務の改善を確実により効果
的に行うため、その活動が形骸化
しないように留意されたい。

第3回意見

最新の取組み状況提言（助言・意見）内容

・ 原子力発電所の安全対策への費用の集中配分資 金

・ 原子力発電所の安全対策への人員の集中配分

・ 理解活動の体制強化（原子力ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門の増員）

・ 危機管理部署を中心とした福島事故調報告書等の分析及び防災訓練の計画・実施

・ 各支社・事業所まで一体となった理解促進活動の取組み

・ 安全対策に係る国への提出資料の社内ﾁｪｯｸの応援

人 員
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ｏ 現在、全社横断的な評価としては、「経営管理サイクル」のなかで経営アセスメント、リスクマネジメント、
社長による本部・支社の業務ヒアリング、管理指標・項目による評価などを実施しています。
ｏ 本委員会からの提言等を踏まえ、全社PDCAサイクルについては、以下の取組みにより経営管理サイク
ルを強化、また構築することで、全社・グループ横断的な取組みを推進します。

① H26年度の経営管理サイクル強化

・ 経営層と各本部のリスクコミュニケーション、社長の各本部ヒアリング等を通じた経営課題等の経営

層との共有

・ 経営分析による経営状況のモニタリングやステークホルダー意識調査等を通した経営改革の推進

② 電力システム改革を見据えた経営管理サイクルの構築

・ 電力システム改革後の経営マネジメントの基盤となるPDCAサイクルの構築

ｏ 九電の活動を改善していくためには、
部署や機能ごとの点検だけではなく、
全社横断的な活動評価を継続するこ
とが重要である。

第5回意見

〔本委員会からの提言について〕
ｏ 本委員会の活動状況については、経営会議に報告し(H25.1､H25.8の２回）、提言については、原子力の
業務運営に限らず、経営への反映や業務運営の改善などに努めています。

ｏ なお、関係本部に対し、本委員会からの意見への取組みについて以下の指示を出しています。

ｏ また、中間報告書についても、提言及びその対応を経営会議に付議し回答することとしており、現状に満
足せず更に一段高いﾚﾍﾞﾙに向け、頂いた提言を経営層を始め関係本部で検討し、改善に役立てていきま
す。（ﾊｰﾄﾞﾙが高いものについては、その背景等についてご説明します）

〔お客さまと社員間の意識のｷﾞｬｯﾌﾟについて〕
ｏ 現在、当社では、お客さまと社員間の意識のｷﾞｬｯﾌﾟを直接測るアンケート調査項目は設定していなかっ
たことから、本提言を受け、平成26年度に実施する「お客さま意識調査」において、従業員の意識調査と関
連した調査項目を設定する予定です。
（調査項目の例）信頼再構築の取組みに対する評価 など

ｏ 今後とも、お客さまとのｷﾞｬｯﾌﾟの縮小に努めます。

ｏ 提言への対応については、更に一
段高いﾚﾍﾞﾙに向けて何が足りないか、
さらなる工夫・努力の必要性はないか
等、企業風土改善に向けて多様な視
点で検討されたい。
・ 大事なことは、世の中にどう説明す
るか。会社と社会に意識のｷﾞｬｯﾌﾟが
ないようにすることが重要。ｷﾞｬｯﾌﾟが
何故起きているか整理し、ｷﾞｬｯﾌﾟを埋
めることが必要。
・ 社員の意識変化と共に、社員と社
外の意識にどのくらい差があるかが
問題。世間から九電がどう見られてい
るか意識すること。

第4回助言

最新の取組み状況提言（助言・意見）内容

４．全般

「新しい九州電力の再構築」に向け、本委員会における社外からの幅広い意見については、積極的に経営及び業務運営全
般に活用すること。


